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222.38Ⅰ－０類型

区分 総生産額（平成２３年度）

製造業
（平成２４年１２月３１

日）

第２次 ％

11,653

年間販売額 
（H18.4.1～19.3.31）

農業
（平成２２年２月１日）

64,247

（H24.1.1～12.31）

3,297

％

従業者数

114

60,713395

事業所数

2,415

③農業・工業・商業

うち専業農家戸数

事業所数

農家数

3,731

－

従業者数
製造品出荷額等

11.1

22.5

％

5,260

％

％

19.9

60品目を超える農産物（野菜王国なめがた）、弐湖の国の水
産物、ブランド豚・鶏卵・牛の畜産物、行方バーガー（なめ
パックン）、霞ヶ浦ラーメン、河ふぐ燻製、駅路（うまやじ）等

69,186 65.8

④特産物

105,173

％第３次

卸・小売業
（平成２４年２月１日）

5,547836

919 億円

35,63540,035

億円

行方市（なめがたし）
一部事務組合加入事業

法適用（上水）
法非適用（公共下水
特定環境下水　農業集
落排水　特定地域生活
排水）

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等　消防
養護老人ホーム　火葬場　共同研修
介護認定審査会

〈e-mail〉

公営企業

〈 住所 〉
0299-72-2174

ｋ㎡

＜概要＞

特定防衛施設

地域指定

公営事業
会計関係

　茨城県の南東部に位置し，東京都心から約70㎞，県都水
戸市から約40㎞の距離にある。面積は166.33K㎡で，霞ヶ浦
と北浦を含めると222.38km²，東西約12㎞，南北約24㎞の形
状となっており，北は鉾田市と小美玉市，南は潮来市に隣接
し，東は北浦，西は霞ヶ浦（西浦）に面している。内陸部は標
高30m前後の行方台地により形成されており，霞ヶ浦沿岸部
は概ねなだらかで連続的な稜線であるのに対し，北浦沿岸
部は比較的起伏に富んでいる。

①沿革

市章 〒 311-3892
行方市麻生1561番地9

長
任 期

面積

〈 Ｈ Ｐ 〉
0299-72-0811 〈 ＦＡＸ 〉

082333

期目

西野　孝子

副議長議　　　　長

人

副市長

42

②議会（平成２６年５月１日現在）

＜行政組織＞

党　派　別

〈 ＴＥＬ 〉

①長等（平成２６年５月１日現在）

すずき　しゅうや

③職員数（平成２５年４月１日現在）

http://www.city.namegata.ibaraki.jp
name-kikaku@city.namegata.lg.jp

地方公共
団体コ－ド

平成27年4月23日 20

②地勢・風土等

380

一般行政職の
平均給料月額 3,308

（人）

普通会計関係
うち一般行政関係

全職員数

37

37,611

平成22年4月1日

平成29年10月1日

1

髙栁　孫市郎

現議員数

平成17年9月2日　合併
麻生町　北浦町　玉造町

鈴木　周也

歳） 就任回数

公明1人，無所属19人

261

百円
ラスパイ
レス指数

343

103.7 参考値※

有権者数
女 老齢人口割合

11,313

15,422

⑤老齢人口割合

計

％

世帯数 11,346

4,104

（人・百万円）

（Ｈ26.3.31住基人口）

11,458

29.0

6,184

就業人口（平成２２年国調）

2,492

就業者１人当り

人口１人当り

－

条例定数 20

岡田　晴雄

任　　　　期 人

386

平成１２年

19,148

（平成２６年４月１日）

409
18,463

③人口・世帯数

常住人口

男 20,434

区分
国勢調査

平成24年4月1日全職員数
の  推  移

平成23年4月1日

392

平成１７年

41,465

17,542

〈市長〉－
市長公室－秘書課，企画政策課
　
総務部－総務課，総合窓口課，財政課，税務課，収納対策課
　
保健福祉部－社会福祉課，こども福祉課，介護福祉課，健康増進課，国保年金課
（福祉事務所）

建設部－都市建設課，下水道課
　
経済部－農林水産課，商工観光課，環境課

〈会計管理者〉－会計課

〈議会〉－議会事務局

〈農業委員会〉－農業委員会事務局

〈教育長〉－教育次長－学校教育課，生涯学習課，スポーツ振興課

〈水道事業〉－水道課

合計

10,884

1,052市町村内総生産

②産業構造

男

住民所得

①生産・所得（平成２３年度）

第１次

千円

31,022

＜産業・経済＞

15,600

23,636

総額・総数

千円

(百万円・人）

9,170

25.5

44.4

20,323 18,093

④有権者数（平成２６年３月２日現在）

20,630

農業就業人口

95.7

19,712

※　参考値は，国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の値

平成２２年

人
口

女

④機構図（平成２６年４月１日現在）

21,031



％

か所校

園

か所

か所

児童館

か所

1

18老人福祉施設※２

0

8

15.4か所 道路改良率

15病院・一般診療所

％

53.7

道路舗装率

（百万円）

17

概　 算
事業費

148

か所

戸

か所

723学校等建設
H26
～

公民館等

％

％

　北浦地区の3小学校を廃止して統合
校を新設する。平成27年度までの2ヵ
年事業で整備し、平成28年度開校を
目指す。

名　　称 期間

①主要施策実施状況

内　　　容

44.9

体育館 汚水処理普及率

上水道等普及率

97.6

1,649,011

）

2 か所

マル福の対象拡
充

　マル福対象者(小児)の対象年齢を
中学３年生まで拡大し、所得制限を撤
廃する。

H26
～

なめがた新規就
農活力応援金

クレジット収納

95.1

5

2

　大規模地震によって水道水の供給
が停止した時に、地下貯水槽に水道
水を貯え市民に飲料水を供給する飲
料水兼用耐震性貯水槽を整備する。

　新規就農者に対し、｢なめがた新規
就農活力応援金｣30万円を交付するこ
とにより、農業の振興及び農業後継者
の育成を図る。

※１は平成２５年度
※２は平成２３年度

プ－ル

＜公共施設整備状況＞（平成２４年度）

市町村税合計
（国保除く）

固定資産税
（構成比）

小学校 ※１ 校

）（

90.91,354,109

( ）

37.5 ）

（千円・％）

収入額 徴収率
[  ]は県平均値

［98.0］

(

3,608,894

(

④市町村税の状況（平成２４年度）

区分 調定額

（千円・％）

△ 2.3

平成２４年度決算 増減率

19,822,781

（

1,489,213

-

18,582,081

［90.5］

237,345

6.6

うち繰入金

投資的経費

単年度収支

区　　分

34.4

△ 56

－19,823

地方交付税

△ 474 △ 2.3

1,240,700

（百万円・％）

126,798

125,380

△ 1.5

）

△ 4.1

-

37.2

市町村民税・法人
（構成比）

-

）6.1（

市町村民税・個人
（構成比）

243,090

形式収支 915,633

662,465

平成２３年度決算

うち臨財債費

歳　　　入

実質収支

2,542

＜財政状況＞

①決算収支

区分

19,380,951

歳　　入 20,296,584

歳　　出

6,345その他の経費

(

将来負担比率

うち補助

普通建設事業費

・普通会計に関する主な指標

％ (350.0) [55.0]

[0.693]

18.17－

10.6 ％

連結実質赤字比率

財政力指数（平成２３年度～平成２５年度）

－－

％ 13.17

－

70.8

③主要指標（平成２４年度）

－

47.6

－

735

2.8

－

401

△ 11.8

20.9

－

1,864,241

H26
～

271

60

45.7

［91.3］

　新たな納税方法としてインターネット
によるクレジット納付を導入する。

H26
～

H26
～

保育所 ※１

中学校 ※１

防災施設整備

3

公営住宅

＜主要施策等＞

幼稚園 ※１

4,008,509

535,667

350,798

110,554

46.5

②主な歳入・歳出（平成２４年度）

構成比

11

4

512.8

-

増減額 増減率

70

18.2

6,822

実質単年度収支

地方税 3,609

2,322地方債

国庫支出金

決算額

3.8

773

11.7

図書館－3.9

－22.9

3,087

759

18,582

人件費

39.4義務的経費

△ 4.1

－－

△ 0.1

△ 11

△ 912

△ 799

△ 0.4

△ 8

－

16.6

歳　　　出

4,528その他

7,319

12.2

4,346

4,918 26.5

扶助費

公債費

2,268

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

1,964

うち繰出金

うち単独

23.4

－実質赤字比率

1.3

・健全化判断基準

9.0

10.6

[9.8]

△ 1.3

38.3

)

)

百万円

1,806 百万円

－

18,548

5,923

％

％

84.4

△ 25

34.1

28

[6,994]

[22,770]

[15,113]

[88.7]

2,656

0.430

百万円

地方債現在高（A)

694

1,401

1,674

(25.0)

(

実質公債費比率

11.3

14.3

積立金現在高（C)

債務負担行為支出予定額（B)

2,093

経常収支比率

<主要課題>
・ふるさと応援寄附金
　　クレジット収納と申し込みから決済までダイレクト納付できるワンストップ
　　サービスを導入し、寄附者の利便性を図る。
・まちづくり計画策定事業
　　持続性のある健幸なまちづくりに向け、ICTを活用したシステム開発やコ
　　ミュニティにおける健幸づくり、ハード整備等について協議・研究を行い実
　　践する。
・産業立地推進事業
　　企業の立地促進を図り、産業の振興及び地元雇用の拡大のため、操業
　　補助金と雇用促進補助金を交付する。
・6次産業推進
　　農林水産業の6次産業化を推進するため、筑波大学との農業・食に関す
　　る共同研究を軸に付加価値のある加工品づくりや販売の仕組みづくりの
　　確立を目指す。
・なめがた農業応援団育成
　　消費者交流、結婚対策、食農教育を農業者と企画実施し、なめがた農業
　　応援団を育成しながら、地域の活性化を図る。

[18,495]

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

[2,718]

百万円

14,431

標準財政規模（平成２５年度）

百万円

11,265

86.5

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

88.5

［89.8］

90.0

②今後の主要課題・特色ある行政等


